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⑲ 42 位 → ㉘ 1 位
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9. 地域で子どもを健やかに育てる

Ⅲ

平成29年の管理的職業従事者における女性の割合は、平成

19年と比べて3.2ポイント上昇し、全国平均とほぼ同水準にな

りました。

０～４歳人口１，０００人当たり待機児童数は、平成２６年ま

では全国平均を下回っていましたが、その後は、全国平均を上

回っています。

乳児家庭全戸訪問事業市町村実施率は、平成19年には

41.0％で全国順位も低位でしたが、平成26年以降は県内全

市町村で実施されています。

平成28年の男性の家事関連従事時間は、平成18年と比べて

14分増加し、全国順位も41位から３位へ大きく上昇しました。

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる ～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良をつくる～

10. 女性活躍の推進
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〇 保育環境の充実として保育の受け皿の拡大を図りました。

　施設の新築や増改築により、定員数が増加し、受入児童数が増加

対象者：住民税非課税世帯の０～２歳と３～５歳の子ども

対象施設：幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、認可外保育施設、一時預かり事業所等

目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度
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子育て支援課調査

奈良県の
保育所等入所待機児童数※

287
253 260 198

201

0

※は数値が低い方が良くなる指標です。
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・
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で
子
ど
も
を
健
や
か
に
育
て
る

(53) 幼児教育・保育の無償化

〇 令和元年より幼児教育・保育の無償化が始まりました。

地域の実情に応じ、小規模保育所の推進等、的を絞った受入体制を整備します。

キャリア構築の支援や働き方改革の推進による保育士の魅力の向上を図ります。

就学前教育の充実や親の成長も促す保育の推進等により、保育の質の向上に取り組みます。

幼児教育・保育の無償化を保護者の負担軽減だけに終わらせるのではなく、保育の量及び質の

充実と子育て支援の向上につなげていきます。

令和２年度末までに奈良県の保育所等入所待機児童を０にします。

保育士さんが不足している

ことが要因の一つです。保

育士さんの確保と働きやす

い環境づくりの取組を今後

も進めていきます。

平成30年度には減少に転

じたけど、待機児童がなか

なか減らない要因はなに

かあるの？

保育施設整備の推進

保育士の魅力向上

保育の質の向上

認定こども園や小規模保育事業等の地域の実情に応じた受入体制の整備

保育士の経験年数に応じた処遇改善、研修等による保育士のキャリア構築支援、
保育士の負担軽減の取組等による働き方改革の推進

就学前教育プログラム「はばたくなら」の普及・啓発

認可外保育施設への立入調査と指導監督基準充足のための指導

59



・・

目指す姿

もっと良くするために

これまでは

主な取組

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度
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50.0

60.0

R5H30H25H20

（%）

（年度）

（目標）

奈良県結婚・子育て実態調査

子育てに心理的・精神的な不安・負担を
感じている母親の割合※

46.0

54.3

49.8

40.0

※は数値が低い方が良くなる指標です。

・

・

・

Ⅲ

(54) 子育て不安の解消

子育て中の妻の約半数が子育ての不安感・負担感を感じており、家事や育児の分担は約８～９割が妻に偏っています。

令和５年度までに子育てに心理的・精神的な不安感・負担感を感じている母親の

割合を４０％以下にします。

子育て中の親が安心して子

育てできるよう、地域のみ

んなで子育て家庭を支え

る体制を整えていきます。

奈良県のお母さんの

子育ての不安感・負担感は

なかなか軽減しないんだ

ね！

妊娠期からの

切れ目のない子育て支援

多様な主体による

子育て支援環境の整備

男女が互いに尊重し合い

喜びを分かち合う

子育ての促進

地域の子育て支援の充実、地域子ども・子育て事業への支援、市町村子ども家庭

総合支援拠点設置促進、子育て世代包括支援センター体制整備

企業との連携による子育て応援活動の普及、

「なら子育て応援団」の情報発信、地域の子育て支援大学との連携

企業との連携による父親の子育て参画の促進

【奈良県の子育て不安の実態】

【課題】

【取組】

専業主婦率、核家族率全国１位の奈良県においては、母親の子育ての不安感・負担感の増大が「産後うつ」「虐待」に

つながる恐れがあります。

妊娠期からの切れ目のない子育て支援を強化するための市町村体制整備・充実

「家庭」と「地域」を親が安心して子育てできる環境に変えます。
・ 市町村とともに妊娠期からの切れ目のない子育て支援を推進します。

・ 企業とともに家族が喜びをわかち合う子育てモデルを広めます。

・ 官民総力で子どもが家庭と地域の力により、大切に育まれる環境をつくります。

・ 子育て環境の向上は出生率の向上に繋がることを意識しながら、 「奈良県すべての子ども健やかはぐくみプラン」の具体的

　な施策を推進していきます。
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

(55) 児童虐待防止
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厚生労働省調べ

児童福祉司１人当たりの
児童虐待相談対応件数※
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児童虐待相談対応件数が増加傾向（平成26年度：1,567件→平成30年度：1,825件）に

ある中、県・市町村の「体制強化」及び「関係機関との連携強化」を図ってきました。

職員を中心とした児童虐待対応研修会の開催や、市町村子ども家庭総合支援拠点設置促進研修を開催しました。

警察からの情報照会に２４時間３６５日対応するとともに、児童相談所と警察との情報共有の進捗状況の検証を実施してきま

した。

令和４年度までに児童福祉司１人当たりの児童虐待相談対応件数を４０件以下に

します。

すべての子どもが健やかにはぐくまれるよう、児童虐待防止対策を充実し、児童虐待による死

亡事例ゼロを目指します。

警察、医療機関、学校等、関係機関との連携による虐待の未然防止を図ります。

被虐待児のケアや家族等への支援による虐待発生後の対応強化を図ります。

児童福祉司の増員及び資質向上、市町村子ども家庭総合支援拠点の全市町村設置等による体制強化を図ります。

子育ての悩みに寄り添う相

談・支援を充実して、虐待を

未然防止することが大切で

す。児童福祉司の確保や対

応力の向上などによって、

子どもを守り、大切にはぐ

くまれる環境を作ります！

奈良県は児童福祉司１人当

たりの児童虐待相談対応件

数が全国平均と比べ多いん

だね。児童虐待を減らすに

はどうすればよいのかな。

虐待の未然防止

（虐待予防と早期対応）

虐待発生後の対応強化

（虐待を受けた子どもへの

ケア・家族等への支援）

体制の強化

（子どもと家庭を支援する

体制づくり等）

未然防止に関する啓発イベント、対応力向上研修の継続

施設入所児童等の自立支援、関係研修の継続

児童福祉司の採用に向けた訪問強化・業務説明会の実施、実践的教育の実施

市町村子ども家庭総合支援拠点設置、機能強化に向けた個別支援、研修の継続
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主な取組

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

（注）放課後児童クラブ・・・空き教室等を利用し、保護者が昼間家庭にいない小学生に、

遊びや生活の場を提供する安全・安心な居場所目指す姿

もっと良くするために

これまでは
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奈良こども食堂ネットワーク調査

こども食堂設置率
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全小学校区に

設置

・

・

・

・Ⅲ

(56) 子どもの居場所づくり、里親制度の強化

・

・

・

「こども食堂」の新設団体等に食材費等の補助、また奈良の食文化に親しむための県産

食材費等を補助してきました。

放課後児童クラブの増設のための施設整備を行い、受け皿の拡大を図りました。

里親制度の普及のため、フォスタリング機関（里親養育包括支援機関）による研修や啓

発事業等を実施しています。

こども食堂コーディネーターを設置し、「こども食堂」の活動を拡充します。

放課後児童クラブ（注）の受け皿の整備と人材マッチング支援等により従事者を確保します。

企業や地域の協力による「こども食堂」の普及・定着及び放課後児童クラブの充実を支援します。

社会的養育を必要とする個々の子どもにとって一番ふさわしい選択ができるよう養育環境を整えます。

里親制度の強化等により社会的養育を推進します。

児童の自立サポート、児童養護施設等退所後の居場所づくりを進めます。

令和６年度までに全小学校区に「こども食堂」を設置します。

（令和元年度現在196校区）

そうなんです！「こども食堂」

のノウハウを持っているコー

ディネーターを設置して、「こ

ども食堂」の開設や運営をサ

ポートしています。県内の企

業や民間団体にも協力を呼

びかけて、地域のみんなで

「こども食堂」の活動を支援

していきます！

子どもたちが安心して過ご

すことのできる「居場所」を

提供する「こども食堂」がど

んどん増えているね。

企業や民間団体の協力を

得て「こども食堂」の活動

を拡充

放課後児童クラブの受け

皿の整備と人材確保

里親制度をはじめとした

社会的養育の推進

こども食堂コーディネーターによる活動の拡充支援

放課後児童クラブの施設整備、人材マッチング支援等による従事者確保

里親支援機関による広報・啓発、里親研修、里親交流会の実施
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(57) 子どもの通学通園路の安全確保

目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度
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「地域の連携の場」の構築市町村数
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平成24年に京都府で発生した小学生の通学中の事故を契機として、県内全ての

小学校の通学路を緊急合同点検し、対策を講じてきました。

平成24年の緊急合同点検において対策が必要とされた箇所：1,341箇所

平成30年3月末時点で対策が完了している箇所：1,323箇所

平成25年以降も、全市町村で「通学路交通安全プログラム」を策定し、県全体で

安全確保のための環境整備に取り組んできました。令和元年は、通園路等の合

同点検にも取り組んでいます。

合同点検の様子(生駒市)

98.7％完了

交通安全、防犯、防災の3観点による合同点検を実施し、対策を図っていきます。

市町村ごとに地域ぐるみで子どもの安全を確保するための「地域の連携の場」の構築と効果的な運用を推進していきます。

子ども対象の交通安全教室や教職員対象の学校安全講習会等を充実させていきます。

未就学児の園外活動の安全確保のため、スクール・ゾーンに加え、キッズ・ゾーンの設置を促進していきます。

令和３年までに、「地域の連携の場」を全ての市町村で構築します。

その通り、県全体で多角的に、

ハード・ソフトの両面から、通

学通園路等の安全確保を進

めることは、子どもだけでな

く、県民の安全で安心な暮ら

しにもつながっていきます。

これまでも、教育委員会、道

路管理者、警察等の関係者

による合同点検や対策が図

られていたけど、地域ぐるみ

で子どもを守る環境を作っ

ていくことが大切なんだね。

通学通園路等の

対策の実施

「地域の連携の場」の構築

安全教育の実施

地域防犯力の向上

防護柵の設置や信号機のＬＥＤ化等ハード整備

「地域の連携の場」の構築

学校安全講習会や交通安全教室等による安全教育の実施

通学通園路等に防犯カメラの設置補助　等

「地域の連携の場」の

効果的な運用
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目指す姿

もっと良くするために

これまでは

主な取組

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度
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45.0

60.0

55.0

R5H30H25

（%）

（年度）
（目標）

奈良県結婚・子育て実態調査

第1子出産前後の妻の継続就業率

39.6

52.8
55.0

・

・

Ⅲ

(58) 女性の働き方改革と仕事場づくり

奈良県女性（２０～６４歳）の就業率は、全国最下位（６２．８％）であるものの、平成２２年か

ら５年間の伸び（６．３ポイント）は全国１位です。

第１子出産後も仕事を継続する割合が平成２５年から５年間で４割から５割に増加しまし

た。

◯ 女性の希望をかなえ、女性が活躍できる気運醸成の環境を整備するため、「なら女性活躍推進倶楽部」を設立しました。

　 登録会員数１１４企業（５７７事業所）　※令和２年１月現在

◯ 「なら女性活躍推進倶楽部」企業等と連携し、県内の女子大学生や再就職を希望する女性の就職や活躍し続ける意識の

　 醸成に取り組みました。

女性が就労により能力を発揮できるよう、企業や女性に向けた取組により、企業での活躍や

起業等様々な働き方での女性活躍を推進します。

令和５年度までに第１子出産前後の妻の継続就業率を５５％にします。

県内の企業は女性に働き続

けてもらうため、時間休暇な

ど様々な工夫をしています。

県内企業による働きやすい

工夫や企業の魅力をもっと

発信していきます。

出産後も仕事を辞めない

で働き続ける女性が

増えてきているんだね！

企業とともに進める

女性活躍の推進

女性への再就職準備相談

等の様々な就業支援

起業をめざす女性に

対する支援

「なら女性活躍推進倶楽部」と連携した会員企業と女性のマッチング支援、
会員間交流による女性活躍の横展開の推進、女性のキャリア継続・キャリアアップ支援

女性のための再就職準備段階からの相談・支援、働く女性への相談・支援

創業支援団体等とともに女性の起業支援をトータルコーディネート

・ 女性活躍が進む企業や、まだ知られていない県内企業の魅力を発信します。

・ 再就職や若年女性に企業を知る機会を提供したり、再就職の準備段階からの支援を行います。

・ 異業種交流会等で女性活躍の先進事例を横展開するとともに、企業の女性管理職の登用等を支援します。
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もっと良くするために

これまでは
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R5H30H25

（%）

（年度）
（目標）

奈良県結婚・子育て実態調査

いずれは結婚しようと考える未婚者の割合
（18～34歳）

72.5

86.1
目標

90％以上

女
性
活
躍
の
推
進

【結婚支援・出生率上昇】
県の２５歳から３９歳の女性の未婚率は４１．４％で全国３位であるなど、若者の未婚率が高く、平均初婚年齢が上昇し、

晩婚の状況が見られます。

平成３０年の奈良県の合計特殊出生率は、１．３７で全国順位は３８位となり、平成２９年の１．３３（全国順位４３位）から

０．０４ポイント上昇しました。(上昇率３位)

 ・「なら結婚応援団」の企業・店舗とともに若者の出会いの機会の提供に取り組んできました。

【ひとり親家庭支援】
女性のひとり親の約９割が就労しているものの、その半数以上が年収２００万円未満という実態があり、女性のひとり親

への経済的自立及び生活面での支援の充実が必要です。

 ・奈良県母子家庭等就業・自立支援センター（スマイルセンター）で、就業相談や就業情報の提供、講習会開催など、就業支

援を実施してきました。

○

○

○

【結婚支援・出生率上昇】
・企業等と連携し、結婚支援を継続して行います。

・「家庭」と「地域」を親が安心して子育てできる環境に変えることにより、出生率向上に繋げます。

【ひとり親家庭支援】
・ひとり親家庭の親が経済的に自立できるよう求職者を確実に就職に結びつけるとともに、意識啓発・スキル向上を支援します。

目指す姿

令和5年度までにいずれは結婚しようと考える未婚者の割合（18~34歳）を90%

以上にします。

そうなんです。しかし、未婚率は

男性・女性ともに高いので、さら

に結婚を応援する取組を地域

や企業とともに推進します。

若い人の結婚意識は意外

と高いんだね。

主な取組

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

企業等と連携した若者

の結婚応援
「なら結婚応援団」による若者の出会いの機会の提供、

市町村の結婚応援に対する取組支援

(59) 結婚支援・出生率上昇
(60) ひとり親家庭支援

ひとり親の確実な就業の

ための取組強化
就業支援員等との個別アドバイスの強化、技能取得講習会の開催

ひとり親の意識啓発・

スキル向上の推進
ハローワークとのアウトリーチ強化

妊娠期からの切れ目ない子育て支援、

多様な主体による子育て支援環境の整備

市町村における子育て家庭支援体制の構築、

企業等との連携による子育て応援
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前回偏差値

今回偏差値 再生可能エネルギーによる

電力自給率（注）

ＦＩＴ制度によるバイオマス

（面積１km2 当たり）設備容量

㉖ 37 位 → ㉚ 38 位

FIT 制度による

再生可能エネルギー

（面積１km2 当たり）

設備容量

㉖ 31 位 → ㉚ 32 位

人口 1,000 人

当たりの電力需要量※

㉘ １位 → ㉚１位

1,000 世帯当たりの

太陽熱利用システム導入件数

㉖ 27 位 → ㉚27 位

64.8

45.5 44.2

34.2 44.4

（年度）

全国 奈良県
資源エネルギー庁調べ

エネルギー・土地水資源調整課調べ

（%）
再生可能エネルギーによる電力自給率

0.0

5.0

15.0

20.0

10.0

25.0

H30H28H26 H29H27

16.916.0

12.5
14.3 14.6

16.4
18.0 19.7

21.9（注）
20.3

(注)全国順位は公表されてないため記載していません

（年度） （年度）

ソーラーシステム振興協会調べ

（件数）

1,000世帯当たりの
太陽熱利用システム導入件数

0.00

4.00

8.00

10.00

12.00

14.00

6.00

16.00

2.00

H30H28H26 H29H27

13.4213.08

11.63
12.19 12.64

5.83
（27位）

6.17
（27位）

6.33
（27位）

6.54
（27位）

6.43
（27位）

全国 奈良県
（　　　）は全国順位 再エネ事業計画認定情報（資源エネルギー庁）

ＦＩＴ制度によるバイオマス
（面積１km2当たり）設備容量

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

（年度）

全国 奈良県
（　　　）は全国順位 電力調査統計（資源エネルギー庁)

（千ｋWh）
人口1,000人当たりの電力需要量※
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5500.0

7000.0

8000.0

4500.0

7500.0

6500.0
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5000.0

H30H29H28

7285.77353.9
7196.1

5187.0
（1位）

5227.4
（1位）

5046.9
（1位）

（年度）

再エネ事業計画認定情報
（資源エネルギー庁）

（ｋW/km2）

FIT制度による再生可能エネルギー
（面積１km2当たり）設備容量

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

0.00

20.00

60.00

80.00

40.00

140.00

100.00

120.00

160.00

H30H29H26 H27 H28

150.01

133.08

98.59

116.99

72.96 109.26
（30位）

121.62
（31位）

134.83
（32位）

65.30
（31位）

89.50
（30位）

※は数値が低い方が良くなる指標です。

（ｋW/km2）

H30H29H28H26 H27

11.86

10.12
8.70

6.36
7.67

2.722.722.45

0.68

2.44
（38位）（32位）（32位）

（37位）

（29位）

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

（注）全国順位は公表されていないため、記載していません。
　　数値は全国平均を50とした場合の奈良県の比率です。

11. エネルギー政策

Ⅲ

FIT制度によるバイオマス（面積1ｋｍ2当たり）設備容量でみ

ると、再生可能エネルギーは全国では導入が進んでいますが、

奈良県では横ばいです。

再生可能エネルギーによる電力自給率は上昇しており、奈良

県は全国平均より高い水準で推移しています。

FIT制度による再生可能エネルギー（面積１km2当たり）設備

容量でみると、再生可能エネルギーは全国でも、奈良県でも導

入が進んでいます。

1,000世帯当たりの太陽熱利用システム導入件数は、全国で

も奈良県でも、少しづつ増えています。

人口1,000人当たりの電力需要量（年間の電力使用量）は、全

国でも奈良県でも減少しています。

Ⅲ 愉しむ「都」をつくる ～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良をつくる～
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目指す姿

もっと良くするために

これまでは
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非常用電源が整備された避難所の割合
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(61) 節電・緊急時のエネルギー供給

エネルギーをかしこく使うライフスタイルの定着を図ります。

緊急時に必要なエネルギー対策を進めます。

「第３次奈良県エネルギービジョン」に基づく施策を実行します。

令和３年度までに非常用電源が整備された避難所の割合を５０％以上にします。

主な取組

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

「奈良の省エネスタイル」

の推進

緊急時のエネルギー

対策の推進

地域の再生可能エネルギー資源を活用した取組への支援

創エネルギー・蓄エネルギーシステム導入への支援

避難所等における非常用電源導入への支援

緊急時のエネルギー対策と

して、避難所への非常用電

源の導入や、家庭・事業所

での自立分散型エネル

ギーの導入を進めていま

す。

最近の台風では停電の被

害をよく聞くから、避難所

での自家発電の整備が進

むと安心だね。

電力の逼迫状況は緩和されたため、節電だけでなく、エネルギーを効率的かつ有効に利用す

る取組を進めてきました。

県内避難所での非常用電源の整備率は、平成３１年３月末現在、約４８％で、緊急時のエネル

ギー対策が必要です。

・

・
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

R3H30H29H28H27

（カ所）

（年度）

（目標）

エネルギー・土地水資源調整課調べ

水素ステーション設置箇所数

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

3.00

2.50

1.57

1.87
2.02

2.17

0.00 0.00 0.00 0.00

1.00

（19位） （21位） （23位） （25位）

・

・

・

・Ⅲ

(62) 県内水素ステーション設置・バイオマス利活用の体制強化

近畿で唯一県内に水素ステーションがないため設置が必要です。

環境にやさしいエネルギーの利活用が必要です。

木質バイオマスの普及促進等、再生可能エネルギー源の活用を推進しています。

大学と連携し、地域の資源を地域で循環させる仕組みを検討しました。

県内初の水素ステーション整備に向けた取組を行います。

木質バイオマスの普及促進などを行います。

令和３年度までに県内初の水素ステーション開設に向け、民間企業を支援します。

水素社会の実現に向けて、

奈良県に水素ステーション

を設置してくれる民間企業

を応援します。

全国では、国の水素基本戦

略の「2020年に160箇所

を開設する」という目標の

達成に向けて、水素ステー

ションの整備が進んでいる

んだ。

水素ステーションの

整備支援

バイオマスエネルギー

普及促進

整備に対する支援

木質バイオマスエネルギー普及促進

●県内で初の水素ステーション開設

全国 奈良県（　）は全国順位
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温泉施設に導入された薪ボイラー（天川村）

水素ステーションイメージ

非常用発電機の導入（桜井市）
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